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食品衛生法改正案の概要
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　昨年の雪印乳業食中毒事件の反省にたち、民主党が準備中の食品衛生法改正案の概要は以下の通り。

１　情報の公表

　食品メーカー等は、自己の製造に関わる食品等が中毒等を起こしたと考える場合には、直ちにその旨を保険所長に報告するとともに、その危害の拡大の防止のために必要な情報を公表しなければならない。公表される情報としては、「中毒発生の事実」、「原因と考えられる製品・商品」、「中毒になった場合の具体的な対処方法」その他を想定。

　保険所長は当該報告を受けて調査を行い、都道府県知事に報告しなければならない。

　都道府県知事はこの報告を受けて、危害の拡大の防止を図るために、「危害の内容」、「製品の自主回収命令などの公的措置の発動の事実」を公表しなければならない。

　厚生労働大臣又は都道府県知事は、この「公表」を行うにあたって報道機関の協力を求めてこれを公衆に周知させるように務めなければならない。

２　苦情に関する記録の作成・保存

　食品メーカー等は、消費者から苦情が有った場合には、その苦情に係る記録を作成し、一年間以上保存しなければならない。

